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企業集団の状況

   当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社と子会社５社及び関連会社１社で構成され、 主として食品加工

機械の開発・製造・販売を行っており、そのほか食品の製造販売の事業活動を展開しております。

   当社グループの事業内容及び当社と関係会社の位置付け並びに事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりで

あります。

   なお、ｵｰﾌﾞﾝの製造販売を行っていた㈱福岡精魁堂は、営業を停止したことから、当連結会計年度より連結子会社

から除外することといたしました。また、当該子会社は、平成14年3月に会社を清算いたしました。

食品加工機械の開発・製造・販売 当社

・食品成形機(自動包あん機、火星人、おはぎ成形機、 RHEON AUTOMATIC

　ロボットEP)の開発・製造・販売 　　　  MACHINERY GmbH

・製パンライン等(ｽﾄﾚｽﾌﾘｰV4ｼｽﾃﾑ､V4ﾌﾘｰﾃﾞﾊﾞｲﾀﾞｰ、 RHEON U.S.A.

 ﾌﾘｰﾃﾞﾊﾞｲﾀﾞｰVs, MMﾗｲﾝ、ADﾗｲﾝ、CWCﾗｲﾝ、HM (株)レオンアルミ

  ﾗｲﾝ、EZﾃｰﾌﾞﾙﾗｲﾝ、ｺﾝﾊﾟｸﾄEZﾃｰﾌﾞﾙ、USﾗｲﾝ、 大羽工業(株)

　ﾐﾆｽﾁｰﾏｰ)の 開発・製造・販売 徳恩食品機械股分有限公司

・修理その他(部品、技術指導料、修理工賃)

・仕入商品(ｵｰﾌﾞﾝ、ﾐｷｻｰ、包装機等の他社よりの仕入

  商品) (会社総数  ６社）

当社の機械のモデル工場として、当社の機械及び生産 ORANGE BAKERY，INC.

システムを使用してのクロワッサン等の高加工度冷凍食

品の製造販売 (会社総数  １社）

(注)主な事業内容と事業の種類別セグメント情報における事業区分は同一であります。

以上の事業系統図は次のとおりであります。

国内 海外

製造会社 製造・販売会社

（株）レオンアルミ　※１ 部品 製品 ORANGE BAKERY，INC.

  （アルミ鋳物の製造) (ｸﾛﾜｯｻﾝ等の製造販売)

大羽工業（株）　※１ 製品 販売・メンテナンス会社

  （コンベヤ類の製造) RHEON U.S.A.

   (平成12年9月をもって営業停止) (食品加工機械の販売)

製品 RHEON AUTOMATIC

(   　　　MACHINERY GmbH

(食品加工機械の販売)

販売会社

製品 徳恩食品機械股分有限公司　※2

(食品加工機械の販売)

)

    (アジア)

(海外ユーザー)

(注)　無印　連結子会社

　　　※１　非連結子会社で持分法非適用会社
　　　※２　関連会社で持分法非適用会社

食 品 製 造 販 売 事 業

区 分 主 要 な 事 業 内 容 及 び 製 品 主 要 な 会 社

食 品 加 工 機 械 製 造 販 売 事 業

レ
オ
ン
自
動
機
株
式
会
社

開
発
・
製
造
・
販
売

(国内ユーザー)

(卸店)
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経  営  方  針

1.経営の基本方針

   当社グループは、レオロジー(流動工学)の応用工学に基づく独自の開発技術により、常に

進歩的な新技術の開発を行い、この正しい普及により食文化の発展を通じて、人類の繁栄に

貢献せんとすることを経営の基本理念としています。

   また、株主、顧客をはじめとする企業利害関係者の信頼と期待に応え、食品工業界におけ

るパイオニア的役割を果たすと共に、研究開発メーカーとしての使命を遂行してまいります。

2.利益配分に関する基本方針

   当社は、「 株主への安定的な配当を行うことを最重要な経営課題 」のひとつとしており、収

益向上に努力し、財務体質の強化を図りつつ、キャッシュ・フローの増大に努め、業績に対応

した配当を行うことを基本方針としております。なお、内部留保金につきましては、経営基盤の

強化を図るため、研究開発及び設備投資などへの資金需要に充てる方針であります。

3.中長期的な会社の経営戦略

   当社グループは、経営の基本方針のとおり、食品工業界におけるパイオニア的役割を果

たすと共に、今後も研究開発メーカーとしての使命を遂行してまいります。

   レオロジーの応用工学に基づく誘導成形法による「 まんじゅう 」の連続生産をはじめ、民族

食の生産機械として定着した「 包あん機群」及び製パン法について「 シート からパンを作る」

独自の開発技術により製品化をした「 ストレスフリー製パンシステム 」により、多様な消費者ニ

ーズに対応できる製品群を国内及び海外の食品業界へ提案してまいります。

   一方、既存製品の標準化を推進し、技術力を高め、総原価を低減して競争力を強化すると

共に、新用途の拡大を推進してまいります。

   また、30年来のグローバル活動拠点としてのアメリカ、ヨーロッパの各グループ会社との総

合力を活かし、顧客サービスの向上と全世界の食文化の継承及び発展のため、継続的な経

営効率の向上をはかり、連結重視の経営を推進してまいります。

- ３ -



経  営  成  績

1.当期の概要
   (1) 業績

背景に各国共引続き経済成長が低迷いたしました。

需要など大変厳しい状況が続きました。

純利益は 465百万円となりました。

ありません。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。
食品加工機械製造販売事業

ました。  
     
食品製造販売事業

18.4％増）となりました。

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。
日本

1.2% 減)となりました。  
     
北米

(前期比 29.3％増）、 営業利益  552百万円 (前期比 27.5％増）となりました。
       
ヨーロッパ

比 62.0％減）となりました。
       

  (2) キャッシュ・フローの状況

1,083百万円となりました。
   当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)
   営業活動の結果、獲得した資金は、959百万円(前年同期比 56百万円増) となりました。

よるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)
   投資活動の結果、使用した資金は、618百万円(前年同期比 149百万円増) となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)
   財務活動の結果、使用した資金は、238百万円(前年同期比 306百万円減) となりました。

であります。

2.次期の見通し

されるものと思われます。

長期化することが懸念されます。

所存であります。

百万円を見込んでおります。

好評を得ているストレスフリー製パンシステムのより一層の標準化により、製パンシステムの改革を図り、
売上拡大に取り組んで、世界の食文化に貢献する生産効率の高い多品種自動生産システムを供給してまいる

通期の業績予想につきましては、売上高 17,500百万円、経常利益 1,000百万円、当期純利益 500

今後につきましては、米国経済は相次ぐ金利引下げ効果により景気は底打ち状態にあり、欧州経済は通貨の
安定と共に景気の回復が見込まれ、アジア経済は中国を中心に個人消費の増加から緩やかな経済成長が期待

一方国内は、厳しい調整過程を辿るものと予想され、デフレ経済の下で不況が深刻化し、個人消費の停滞が

当社グループといたしましては、世界の民族食の生産機械として定着した包あん機(食品成形機)及び、欧米で

これは、主として長期及び短期の借入による収入272百万円、(前年同期比 300百万円増)、長期借入金の約定
弁済295百万円(前年同期比9百万円減)、配当金の支払213百万円(前年同期比0百万円増)等によるもの

為替が円安傾向であったことから北米市場が順調に推移したものの、国内経済の低迷を受けたこと
により、売上高は 13,597百万円 (前期比 1.5％増)、営業利益 1,627百万円 (前期比 9.3％減）となり

49百万円、たな卸資産の減少が84百万円、仕入債務の減少が145百万円、法人税等の支払が438百万円等に

これは、主として有形固定資産の取得による支出が423百万円、(前年同期比 110百万円減)等によるもので

堅調に推移したことにより、売上高は 3,331百万円 (前期比 31.5％増)、営業利益 528百万 円(前期比

経済低迷の影響を受け、売上高は 12,489百万円 (前期比 1.0％増）、営業利益 1,689百万円 (前期比

ｱﾙﾁｻ ﾞ ﾝ ﾌ ﾞ ﾚ ｯ ﾄ ﾞをﾀｰｹ ﾞ ｯ ﾄにﾌ ﾞ ﾚ ｯ ﾄ ﾞ分野への浸透を継続的に行った結果、売上高は5,027百万円

輸出鈍化など景気減速を受け、売上高は 1,979百万円 (前期比 1.2％減）、営業利益33百万円 (前期

当連結会計年度における世界経済は、米国は同時多発テロ事件の影響等で企業収益が悪化し景気は急速に

製品化により、多様な消費者ニーズに対応できる製品群を国内及び海外の食品業界へ提案してまいりました。
特に生地を傷めることなく自由に分割し、一台で多品種の無添加パンを作る「V型フリーデバイダーシステム」は、

あります。設備投資の主なものは、ORANGE BAKERY,INC.での製造用機械設備などであります。

この結果、売上高は 16,715百万円 (前期比 5.3％増）、経常利益 973百万円 (前期比 10.0％減）、当期
従来型製パンシステムを根本より変革させたため、欧米で普及いたしました。

なお、当連結会計年度において「土地の再評価に関する法律」に基づき、事業用の土地再評価を行い、再
評価に係る繰延税金負債を負債の部に、再評価差額金を資本の部に計上しておりますが、損益への影響は

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前年同期に比べ 126百万円増加し、

これは、主として税金等調整前当期純利益が874百万円、減価償却費が585百万円、売上債権の増加が

機械の標準化と安全化を押し進めるとともに、レオロジー(流動工学)を基礎とする当社独自の開発技術の
この様な状況の下で当社グループは、全世界を市場とする企業特性を活かし、市場ニーズに対応するべく

減速したものと思われます。欧州は輸出の鈍化に伴い緩やかな景気減速が続きました。アジアも輸出の減少を

一方国内経済は、世界的なＩＴ不況と株価の下落などの要因により、依然として経済は低迷が続き、米国同時
多発テロや狂牛病の発生の影響等もあり、デフレの懸念や雇用情勢の悪化、回復の見られない設備投資

当社が市場とする食品業界は、食品の安全性や衛生面に対する要請の高まりや、低価格・簡便性・高品質・
健康志向の増大等の消費者ニーズの多様化、環境問題への対応等多くの問題を抱えております。

- ４ -



連結貸借対照表
（単位：千円）

期  別 前連結会計年度 当連結会計年度 増減

（平成13年3月31日） （平成14年3月31日） (△印減)

科  目 　 　 　 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額

（資産の部） ％ ％

Ⅰ　流動資産

　　1.現金及び預金 960,016 1,086,608 126,592

　　2.受取手形及び売掛金 ※3 3,937,736 4,027,321 89,585

　　3.たな卸資産 4,257,547 4,262,499 4,951

　　4.繰延税金資産 464,194 556,689 92,495

　　5.その他 388,842 333,546 △ 55,296

　　　　貸倒引当金 △ 88,104 △ 108,449 △ 20,345

　　　　流動資産合計 9,920,233 36.4 10,158,216 43.7 237,983

Ⅱ　固定資産

　　1.有形固定資産

　　　(1)建物及び構築物 8,807,800 8,963,708

　　　   減価償却累計額 4,897,396 3,910,404 5,177,990 3,785,717 △ 124,686

　　　(2)機械装置及び運搬具 6,170,229 6,617,976

　　　   減価償却累計額 4,824,816 1,345,413 5,231,309 1,386,667 41,253

　　　(3)賃貸資産 276,722 203,563

　　　   減価償却累計額 252,011 24,710 192,585 10,978 △ 13,732

　　　(4)工具器具備品 2,031,605 2,103,465

　　　   減価償却累計額 1,791,688 239,916 1,852,481 250,984 11,067

　　　(5)土地 ※4 9,833,813 5,432,978 △ 4,400,834

　　　(6)建設仮勘定 122,490 182,415 59,925

　　　   有形固定資産合計 15,476,748 56.7 11,049,741 47.5 △ 4,427,007

　　2.無形固定資産 37,772 0.1 34,868 0.1 △ 2,903

　　3.投資その他の資産

　　　(1)投資有価証券 ※1 593,593 629,715 36,121

　　　(2)長期貸付金 261,272 260,422 △ 850

　　　(3)繰延税金資産 892,268 988,651 96,382

　　  (4)その他 336,470 381,496 45,025

　　　   貸倒引当金 △ 232,410 △ 232,090 319

　　　  投資その他の資産合計 1,851,195 6.8 2,028,194 8.7 176,998

　　   固定資産合計 17,365,716 63.6 13,112,804 56.3 △ 4,252,911

       資産合計 27,285,949 100.0 23,271,020 100.0 △ 4,014,928

－５－



連結貸借対照表
（単位：千円）

期  別 前連結会計年度 当連結会計年度 増減

（平成13年3月31日） （平成14年3月31日） (△印減)

科  目 　 　 　 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

　　1.支払手形及び買掛金 1,818,941 1,666,149 △ 152,791

　　2.短期借入金 2,512,253 2,678,773 166,520

　　3.未払法人税等 179,525 179,307 △ 218

　　4.賞与引当金 552,727 557,762 5,035

　　5.その他 872,105 875,638 3,533

　　   流動負債合計 5,935,553 21.8 5,957,631 25.6 22,078

Ⅱ　固定負債

　　1.長期借入金 396,570 191,700 △ 204,870

　　2.繰延税金負債 90,570 61,040 △ 29,530

　　3.再評価に係る繰延税金負債  ※4 - 903,964 903,964

　　4.退職給付引当金 707,772 751,365 43,593

　　5.役員退職慰労引当金 698,524 722,867 24,343

　　6.その他 684 150 △ 534

　　   固定負債合計 1,894,121 6.9 2,631,088 11.3 736,967

       負債合計 7,829,674 28.7 8,588,720 36.9 759,046

（資本の部）

Ⅰ　資本金 7,351,750 26.9 7,351,750 31.6 -

Ⅱ　資本準備金 7,060,750 25.9 7,060,750 30.3 -

Ⅲ　再評価差額金        ※4 - - △ 5,345,348△ 23.0 △ 5,345,348

Ⅳ　連結剰余金 5,734,723 21.0 6,102,676 26.2 367,953

Ⅴ　その他有価証券評価差額金 △ 32,149 △ 0.1 △ 17,798 △0.0 14,350

Ⅵ　為替換算調整勘定 △ 658,363 △ 2.4 △ 466,532 △ 2.0 191,831

Ⅶ　自己株式 △ 435 △0.0 △ 3,197 △0.0 △ 2,762

　　　資本合計 19,456,275 71.3 14,682,299 63.1 △ 4,773,975

　　　負債資本合計 27,285,949 100.0 23,271,020 100.0 △ 4,014,928

－6－



連結損益計算書

(単位:千円)

期  別 前連結会計年度 当連結会計年度

自  平成12年４月 １日 自  平成13年４月 １日

至  平成13年3月31日 至  平成14年3月31日  

科  目 金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 増減率

％ ％ ％

Ⅰ　売上高 15,874,619 100.0 16,715,973 100.0 841,353 5.3

Ⅱ　売上原価 ※1 7,542,154 47.5 8,152,960 48.8 610,805 8.1

     売上総利益 8,332,465 52.5 8,563,012 51.2 230,547 2.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費

 　 1.広告宣伝費 240,174 307,557

 　 2.荷造・運賃 431,420 484,002

 　 3.販売手数料 337,928 379,969

 　 4.給与・手当 2,403,383 2,509,815

 　 5.貸倒引当金繰入額 77,707 23,782

 　 6.賞与引当金繰入額 284,095 280,458

 　 7.退職給付引当金繰入額 104,416 143,717

 　 8.役員退職慰労引当金繰入額 29,809 35,710

 　 9.旅費・交通費 479,367 473,528

 　10.減価償却費 274,916 259,490

   11.研究開発費 ※2 765,253 824,193

 　12.その他 1,852,720 7,281,194 45.9 1,916,184 7,638,409 45.7 357,214 4.9

      営業利益 1,051,270 6.6 924,603 5.5 △ 126,666 △ 12.0

Ⅳ　営業外収益

　 　1.受取利息 11,945 5,098

　 　2.リース収入 85,093 38,266

　 　3.為替差益 72,137 54,413

　 　4.その他 73,198 242,375 1.5 75,245 173,023 1.0 △ 69,352 △ 28.6

 Ⅴ　営業外費用

　 　1.支払利息 111,739 75,458

　　 2.リース費用 70,136 23,540

　　 3.たな卸資産廃却損 26,617 22,585

　　 4.その他 2,764 211,258 1.3 2,055 123,639 0.7 △ 87,618 △ 41.5

     　経常利益 1,082,387 6.8 973,987 5.8 △ 108,400 △ 10.0

 Ⅵ　 特別利益

　　1.固定資産売却益 ※3 19,627 5,297

　　2.投資有価証券売却益 0 19,628 0.1 - 5,297 0.0 △ 14,330 △ 73.0

 Ⅶ　特別損失

　 　1.たな卸資産評価損 964,370 -

　 　2.固定資産売却損 ※4 3,355 2,831

　 　3.固定資産除却損 ※5 246,669 5,663

　 　4.投資有価証券評価損 - 83,428

　 　5.子会社整理損 - 9,318

　 　6.貸倒引当金繰入額 160,000 -

　 　7.退職給付引当金繰入額 700,933 -

　 　8.役員退職慰労金 7,570 -

　 　9.役員退職慰労引当金繰入額 668,714 -

   10.ｺﾞﾙﾌ会員権評価損 - 2,751,613 17.3 3,200 104,442 0.6 △ 2,647,170 △ 96.2

    税金等調整前当期純利益 △ 1,649,597 △ 10.4 874,842 5.2 2,524,439 -

    又は当期純損失(△)

    法人税、住民税及び事業税 452,005 534,819

    法人税等調整額 △ 939,678 △ 487,672 △ 3.1 △ 125,634 409,185 2.4 896,858 -

　　当期純利益又は当期純損失(△) △ 1,161,924 △ 7.3 465,657 2.8 1,627,581 -

増減

(△印減)

－７－



連結剰余金計算書

(単位:千円)

期  別 前連結会計年度 当連結会計年度

自  平成12年４月 １日 自  平成13年４月 １日

至  平成13年3月31日 至  平成14年3月31日

科  目 金　　額 金　　額

Ⅰ 連結剰余金期首残高 7,129,580 5,734,723

Ⅱ 連結剰余金増加高

     連結子会社減少による剰余金増加高 － － 115,228 115,228

Ⅲ 連結剰余金減少高

　　1.配当金 212,932 212,933

　　2.役員賞与 20,000 232,932                - 212,933

　　  （うち監査役分賞与） （900） (-)

Ⅳ 当期純利益又は当期純損失（△） △ 1,161,924 465,657

Ⅴ 連結剰余金期末残高 5,734,723 6,102,676

－８－



連結キャッシュ・フロー計算書

(単位:千円)

期  別 前連結会計年度 当連結会計年度

自  平成12年４月 １日 自  平成13年４月 １日

至  平成13年3月31日 至  平成14年3月31日

科  目 金　　額 金　　額

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー

1 税金等調整前当期純利益又は当期純損失（△） △ 1,649,597 874,842

2 減価償却費 600,571 585,259

3 貸倒引当金の増加額 233,411 15,872

4 賞与引当金の増減額 （減少:△） △ 5,368 1,537

5 退職給付引当金の増加額 707,772 43,593

6 役員退職慰労引当金の増加額 698,524 24,343

7 受取利息及び受取配当金 △ 19,062 △ 9,538

8 リース収入 △ 85,093 △ 38,266

9 リース原価 29,134 13,714

10 支払利息 111,739 75,458

11 有形固定資産売却損益 △ 16,272 △ 2,466

12 有形固定資産除却損 246,669 5,663

13 投資有価証券評価損 - 83,428

14 ゴルフ会員権評価損 - 3,200

15 子会社整理損 - 9,318

16 投資有価証券売却益 △ 0 -

17 たな卸資産評価損 964,370 -

18 売上債権の増加額 △ 247,507 △ 49,087

19 たな卸資産の増減額 (増加:△) △ 295,655 84,819

20 その他流動資産の増減額 (増加:△) △ 121 51,157

21 仕入債務の増減額 (減少:△) 300,089 △ 145,660

22 未払消費税等の増減額 (減少:△) 42,205 △ 3,881

23 その他流動負債の増減額 (減少:△) 93,986 △ 75,401

24 役員賞与の支払額 △ 20,000 -

25 その他 △ 46,527 △ 83,530

   小計 1,643,266 1,464,376

26 利息及び配当金の受取額 19,005 9,597

27 利息の支払額 △ 112,157 △ 76,231

28 法人税等の支払額 △ 647,178 △ 438,564

営業活動によるキャッシュ・フロー 902,934 959,178

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

1 有形固定資産の取得による支出 △ 534,714 △ 423,997

2 有形固定資産の売却による収入 41,345 16,059

3 無形固定資産の取得による支出 △ 8,966 △ 4,821

4 投資有価証券の取得による支出 △ 3,629 △ 94,922

5 投資有価証券の売却による収入 10,006 -

6 貸付による支出 △ 68,032 △ 101,679

7 貸付金の回収による収入 46,140 7,075

8 リース料収入 85,093 38,266

9 転リースによるリース料支出 △ 29,134 △ 13,714

10 その他 △ 7,032 △ 40,503

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 468,923 △ 618,236

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

1 短期借入金の純減少額 △ 227,738 △ 27,230

2 長期借入による収入 200,000 300,000

3 長期借入金の返済による支出 △ 304,682 △ 295,180

4 自己株式の取得・売却による純支出 △ 174 △ 2,731

5 配当金の支払額 △ 212,466 △ 213,281

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 545,060 △ 238,423

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 22,799 31,659

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額 (減少:△) △ 88,249 134,177

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 1,045,620 957,370

Ⅶ連結子会社減少による現金及び現金同等物の期首残高 － △ 7,592

Ⅷ現金及び現金同等物の期末残高 957,370 1,083,955

－９－



  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

期  別 前連結会計年度 当連結会計年度

自  平成12年４月 １日 自  平成13年４月 １日

項  目 　 至  平成13年3月31日 至  平成14年3月31日

１． 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社は、次の4社です。 (1) 連結子会社は、次の3社です。

RHEON AUTOMATHIC RHEON AUTOMATHIC

           MACHINERY GmbH            MACHINERY GmbH

RHEON U.S.A. RHEON U.S.A.

ORANGE BAKERY,INC. ORANGE BAKERY,INC.

㈱福岡精魁堂 ㈱福岡精魁堂については営業を停止したこと

から、当連結会計年度より連結子会社から

除外することといたしました。

なお、平成14年3月に会社を清算いたしました。

(2) 非連結子会社名 (2) 非連結子会社名

㈱レオンアルミ ㈱レオンアルミ

大羽工業㈱ 大羽工業㈱

  (連結の範囲から除いた理由)   (連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社2社は、いずれも小規模会社で 同   左

あり、合計の総資産、売上高、当期純損益の

うち持分に見合う額及び剰余金のうち持分に

見合う額はいずれも連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためであります。

2． 持分法の適用に関する事項 同   左

持分法を適用しておりません。

3． 連結子会社の事業年度に関する事項  連結子会社の事業年度末日と連結決算日は、 一

12月31日であります。 致しております。

連結財務諸表の作成にあったては、連結決算日現

在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用して

おります。

4． 会計処理基準に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 ① 有価証券 ① 有価証券

その他有価証券 その他有価証券

  時価のあるもの   時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法を採用 同   左

しております。(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動平均法

    により算定)

  時価のないもの   時価のないもの

    移動平均法に基づく原価法を採用しておりま 同   左

    す。

② たな卸資産 ② たな卸資産

商品・製品・半製品・仕掛品は個別法による 同   左

原価法、原材料は移動平均法による原価法

により評価しております。在外連結子会社の

商品については、個別法による低価法により

評価しております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産

イ 賃貸資産 イ 賃貸資産

リース期間を償却年数とし、リース期間満了時 同   左

の賃貸資産の処分見積価額を残存価額とする

基準による定額法を採用しております。

ロ その他の有形固定資産 ロ その他の有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定率法、在外 当社は定率法、在外連結子会社は定額法を

連結子会社は定額法を採用しております。 採用しております。

ただし、当社及び国内連結子会社は平成10年 ただし、当社は平成10年4月1日以降取得した

4 月 1 日 以降取得した建物 ( 建 物附属設備 建物(建物附属設備を除く)については定額法

を除く)については定額法を採用しております。 を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物                         7～65年 建物及び構築物                         7～65年

機械装置及び運搬具                  3～17年 機械装置及び運搬具                  3～17年

工具器具備品                            2～15年 工具器具備品                            2～15年

② 無形固定資産 ② 無形固定資産

当社及び連結子会社は定額法を採用して 同   左

おります。

ただし、ソフトウェア(自社利用分 )につい

ては、社内における利用可能期間(5年)に基づく

定額法を採用しております。

連結子会社のうち㈱福岡精魁堂の決算日は、

非連結子会社の㈱レオンアルミと大羽工業㈱及

び 関 連 会 社 徳 恩 食 品 機 械 股 分 有 限 公 司 の

合計の 当期純損益及び剰余金は、それぞれ

連結純損益 及び連結剰余金に関して、連結

財務諸表 に重要な影響を及ぼしていないので、

－10－



期  別 前連結会計年度 当連結会計年度

自  平成12年４月 １日 自  平成13年４月 １日

項  目 　 至  平成13年3月31日 至  平成14年3月31日

（3）重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金

当社及び国内連結子会社は、売掛債権、貸付金 当社は、売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備える

等の貸倒損失に備えるため、一般債権について ため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定 懸念債権等特定の債権については個別に回収

の債権については個別に回収可能性を検討 可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

し、回収不能見込額を計上しております。 おります。

在外連結子会社については個別債権の実情と 在外連結子会社については個別債権の実情と

即応した引当額を計上しております。 即応した引当額を計上しております。

② 賞与引当金 ② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てる 同   左

ため、支給見込額に基づき計上しております。

③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金

当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給 当社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結

付に備えるため、当連結会計年度末における 会計年度末における退職給付債務及び年金資産

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ の見込額に基づき、当連結会計年度末において

き、当連結会計年度末において発生している 発生していると認められる額を計上しております。

と認められる額を計上しております。 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生

なお、会計基準変更時差異 (700,933 千円 )に 時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

ついては当連結会計期間に一括費用処理し、 年数(10年)による定額法により按分した額を、そ

特別損失(退職給付引当金繰入額)に計上して れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理す

おります。 ることとしております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年 )に

よる定額法により翌連結会計年度から費用処

理することとしております。

④ 役員退職慰労引当金 ④ 役員退職慰労引当金

当社は役員の退職慰労金の支出に備えるため、 当社は役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上しております。 内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(会計処理方法の変更)

 て計上する方法に変更いたしました。

 しております。

記載しております。

（4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦 同   左

     通貨への換算の基準

 勘定に含めて計上しております。

(5)重要なリース取引の処理方法 同   左

って おります。

(6)重要なヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。 同   左

なお、為替予約について振当処理の要件を満た

している場合は振当処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約 同   左

ヘッジ対象…外貨建債権及び外貨建予約取引

③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針

外貨建取引のうち当社に為替変動リスクが帰属 同   左

する場合は、そのリスクヘッジのため実需原則に

基づき為替予約取引を行うものとしております。

役員退職慰労金については、従来支出時の費用と

して処理しておりましたが、役員の在任期間の長期

化に伴い将来の要支給額に重要性が増したこと、役

員退職慰労引当金の計上が会計慣行として定着し

てきたことを鑑み、役員の在任期間にわたり費用配

分することにより、期間損益の適正化及び財務の健

全化を図るため、当連結会計年度から当社は内規

に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金とし

この変更に伴い、当連結会計年度発生額29,809千

円を「販売費及び一般管理費」に計上し、過年度分

の668,714千円を一括して「特別損失」に計上して

おります。この結果、従来の方法によった場合と比

較して、営業利益及び経常利益は29,809千円減少

し、税金等調整前当期純損失は698,524千円増加

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

理しております。なお、在外子会社の資産及び負債

は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し

収益及び費用は期中平均為替相場により円貨に換

算し、換算差額は資本の部における為替換算調整
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期  別 前連結会計年度 当連結会計年度

自  平成12年４月 １日 自  平成13年４月 １日

項  目 　 至  平成13年3月31日 至  平成14年3月31日

（7）その他連結財務諸表作成のための重 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理

     要な事項 同   左

 よっております。

5. 連結子会社の資産及び負債の評価に 該当事項はありません。 同   左

    関する事項

6. 利益処分項目等の取扱いに関する事 同   左

    項

て作成しております。

7. 連結キャッシュ・フロー計算書における 同   左

    資金の範囲

(追加情報)

(退職給付会計)

  なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

(金融商品会計)

  影響はありません。

(外貨建取引等会計基準)

  増加しております。

自  平成13年４月 １日
至  平成14年3月31日

当 連 結 会 計 年 度 か ら 退 職 給 付 に 係 る 会 計 基 準 ( 「 退 職 給 付

に 係 る 会 計 基 準 の 設 定 に 関 す る 意 見 書 」 ( 企 業 会 計 審 議 会

変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と

比 較 し て 、 経 常 利 益 は 55,510 千 円 増 加 し 、 税 金 等 調 整 前 当 期

自  平成12年４月 １日
至  平成13年3月31日

平成10年6月16日))を適用しております。この変更に伴い、従来の方法に

よった場合と比較して、退職給付費用が 6,839千円増加し、経常利益は

6,839 千 円 減 少 し 、 税 引 等 調 整 前 当 期 純 損 失 は 707,772 千 円

当 連 結 会 計 年 度 か ら 金 融 商 品 に 係 る 会 計 基 準 ( 「 金 融 商 品

に 係 る 会 計 基 準 の 設 定 に 関 す る 意 見 書 」 ( 企 業 会 計 審 議 会

平 成 11 年 1 月 22 日 )) を 適 用 し 、 有 価 証 券 の 評 価 の 方 法 に つ い て

当 連 結 会 計 年 度 か ら 改 訂 後 の 外 貨 建 取 引 等 会 計 処 理 基 準 ( 「

外 貨 建 取 引 等 会 計 処 理 基 準 の 改 訂 に 関 す る 意 見 書 」 ( 企 業 会 計

  に含めて計上しております。

  純損失は同額減少しております。

ま た 、 期 首 時 点 で 保 有 す る 有 価 証 券 の 保 有 目 的 を 検 討 し た 結

審 議 会 平 成 11 年 10 月 22 日 )) を 適 用 し て お り ま す 。 こ の 変 更 に

伴 い 、 従 来 の 方 法 に よ っ た 場 合 と 比 較 し て 、 経 常 利 益 は 3,436

果、全てを投資有価証券として表示しております。この変更による

千円減少し、税金等調整前当期純損失は同額増加しております。

また、前連結会計年度において「資産の部」に計上しておりました為

替換算調整勘定は、連結財務諸表規則の改正により、「資本の部」

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式に

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につ

いて連結会計年度中に確定した利益処分に基づい

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない取得日から

前連結会計年度 当連結会計年度

3 カ 月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっており ます。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)
前連結会計年度 当連結会計年度

(平成13年3月31日) (平成14年3月31日)

※1.  非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりでありま ※1. 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりでありま

      す。       す。

        投資有価証券(株式)                                   42,968千円         投資有価証券(株式)                                   42,968千円

   2.  債務保証    2.  債務保証

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、次の 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、次の

     とおり債務保証を行っております。      とおり 債務保証を行っております。 

         ㈱ レオンアルミ                                         11,500千円          レオン自動機 ㈱ 社員会                             72,539千円

         レオン自動機 ㈱ 社員会                            75,406千円

※3.  連結会計年度末日満期手形の処理 ※3.  連結会計年度末日満期手形の処理

当連結会計年度末日は、金融機関の休日でありますが、満期日 当連結会計年度末日は、金融機関の休日でありますが、満期日

     に決済が行われたものとして処理しております。      に決済が行われたものとして処理しております。

連結会計年度末残高から除かれている連結会計年度末日 連結会計年度末残高から除かれている連結会計年度末日

     満期手形は、次のとおりであります。      満期手形は、次のとおりであります。

        受取手形                                                  37,593千円         受取手形                                                  35,302千円

※4. ※4.  当社は、「土地の再評価に関する法律」  (平成10年3月31日公

布 法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金

負債」として負債の部に、これを減算した金額を「再評価

       差額金」として資本の部に計上しております。

        ・再評価の方法  …  「土地の再評価に関する法律施行令」 (平

          成10年3月31日公布  政令第119号)第2条第3号に定める固定

          資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法によっ

          て算出しております。

        ・再評価を行った年月日         平成14年3月31日

        ・再評価前の帳簿価額              9,284,967千円

        ・再評価後の帳簿価額              4,843,584千円

(連結損益計算書関係)
前連結会計年度 当連結会計年度

自  平成12年４月 １日 自  平成13年４月 １日

至  平成13年3月31日 至  平成14年3月31日

※1. 売上原価に含まれるたな卸資産に関する評価減額は 12,629 ※1. 売上原価に含まれるたな卸資産に関する評価減額は 32,952

      千円であります。       千円であります。

※2.  一般管理費に含まれる研究開発費は765,253千円であります。 ※2.  一般管理費に含まれる研究開発費は824,193千円であります。

       なお、当期製造費用には含まれておりません。        なお、当期製造費用には含まれておりません。

※3.  固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※3.  固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

賃貸資産                                                       8,289 千円 賃貸資産                                                      5,250 千円

土地                                                              9,700 千円 その他                                                              47 千円

その他                   　                                      1,638 千円                      計                                                  5,297 千円

                    計                                                   19,627 千円

※4.  固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※4.  固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具                                      2,303 千円 機械装置及び運搬具                                     1,950 千円

賃貸資産                                                       1,052 千円 賃貸資産                                                         881 千円

                     計                                                    3,355 千円                  計                                                  2,831 千円

※5.  固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※5.  固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物                                             7,072 千円         機械装置及び運搬具                                     1,540 千円

機械装置及び運搬具                                   237,818 千円 工具器具備品                                               4,073 千円

その他                                                           1,778 千円         その他                                                              49 千円

                     計                                                 246,669 千円                      計                                                  5,663 千円

(連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書関係)
前連結会計年度 当連結会計年度

自  平成12年４月 １日 自  平成13年４月 １日

至  平成13年3月31日 至  平成14年3月31日

現金及び預金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されてい 現金及び預金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 る科目の金額との関係

(平成13年3月31日現在) (平成14年3月31日現在)

  現金及び預金勘定                                               960,016 千円   現金及び預金勘定                                             1,086,608 千円

  預入期間が3ヶ月を超える定期預金                       △ 2,646 千円   預入期間が3ヶ月を超える定期預金                       △ 2,653 千円

現金及び現金同等物                                           957,370 千円 現金及び現金同等物                                         1,083,955 千円
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注記事項

（リ－ス取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 のファイナンス・リース取引

1. 借主側 1. 借主側

   (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額    (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

      及び期末残高相当額       及び期末残高相当額

工具器具備品 工具器具備品

　       取得価額相当額　　　　　  30,943千円 　       取得価額相当額　　　　　  56,117千円

　       減価償却累計額相当額　  　  24,312千円 　       減価償却累計額相当額　  　  20,551千円
　       期末残高相当額　　　　　　  6,631千円 　       期末残高相当額　　　　　　 35,566千円

        （注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

              有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

              ため、支払利子込み法により算定しております。

   (2) 未経過リース料期末残高相当額    (2) 未経過リース料期末残高相当額

            1    年    内　　　　　　　　 　10,146千円             1    年    内　　　　　　　　 　 8,594千円

            1    年    超　　　　  1,963千円             1    年    超　　　　 26,971千円

12,110千円 35,566千円

       （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

             料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

             る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

             おります。

   (3) 支払リース料及び減価償却費相当額    (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

         支払リース料 27,534千円          支払リース料  7,531千円

         減価償却費相当額 27,534千円          減価償却費相当額  7,531千円

   (4) 減価償却費相当額の算定方法    (4) 減価償却費相当額の算定方法

        リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

       により算定しております。

2. 貸主側 2. 貸主側

   (1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高    (1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高

　 　

　賃貸資産　 　賃貸資産　

　　      取得価額　　　　　　　　  276,722千円 　　      取得価額　　　　　　　　  203,563千円

　　      減価償却累計額　　　  　 252,011千円 　　      減価償却累計額　　　  　 192,585千円
　　      期末残高　　　　　　　　　 24,710千円 　　      期末残高　　　　　　　　　 10,978千円

   (2) 未経過リース料期末残高相当額    (2) 未経過リース料期末残高相当額

            1    年    内　　　　　　　　 15,553千円             1    年    内　　　　　　　　    800千円

            1    年    超　　　　 14,636千円             1    年    超　　　　 10,178千円

30,190千円 10,978千円

      （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

            期末残高相当額及び見積残存価額の残高の合計額

            が、営業債権の期末残高等に占める割合が低いため

            受取利子込み法により算定しております。

   (3) 受取リース料及び減価償却費    (3) 受取リース料及び減価償却費

　　     受取リース料　　　　　　 　53,554千円 　　     受取リース料　　　　　　 　10,225千円

　　     減価償却費　　　　　　　　 41,496千円 　　     減価償却費　　　　　　　　  9,389千円

同      左

　　     合　　　計　　　　　　

　　     合　　　計　　　　　　

至　平成13年3月31日 至　平成14年3月31日

　　     合　　　計　　　　　　

　　     合　　　計　　　　　　

同      左

同      左

同      左

　前連結会計年度 　当連結会計年度

自　平成12年4月 1日 自　平成13年4月 1日
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有価証券

Ⅰ 前連結会計年度 (自 平成12年4月1日  至 平成13年3月31日)
   1. 満期保有目的の債券で時価のあるもの
         該当事項はありません。

   2. その他有価証券で時価のあるもの (単位:千円)

区      分

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

①株       式
②債       券
③そ  の  他
   小       計

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

①株       式
②債       券
③そ  の  他
   小       計
合         計

  3. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券
        売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

  4. 時価評価されていない有価証券        
     (1) 満期保有目的の債券
 該当事項はありません。

     (2) その他有価証券  (単位:千円)
区      分

①非 上 場 株 式
(店頭売買株式を除く)

②そ     の     他
合         計

  5. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的債券の連結決算日後における償還
    予定額 (単位:千円)

区      分 1年以内
1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

①債       券 - - - -
②そ  の  他 - 8,388      17,692    -
合         計 - 8,388      17,692    -

△ 5,585
△ 62,580
△ 55,183

170,081                  

連結貸借対照表計上額
161,693                  

8,388                      

23,278                    
397,919                  

差     額連結貸借対照表計上額

317,645                  
-

7,397                      
-
-
7,397                      

△ 56,995
-

435,726                  

-
-

45,205                    

17,692                    
335,338                  
380,543                  

-
37,807                    

374,640                  
-

取  得  原  価

37,807                    45,205                    
-
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有価証券

Ⅱ 当連結会計年度 (自 平成13年4月1日  至 平成14年3月31日)
   1. 満期保有目的の債券で時価のあるもの
         該当事項はありません。

   2. その他有価証券で時価のあるもの (単位:千円)

区      分

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

①株       式
②債       券
③そ  の  他
   小       計

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

①株       式
②債       券
③そ  の  他
   小       計
合         計

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について 83,428千円の減損処理を
      行っております。

  3. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券
        売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

  4. 時価評価されていない有価証券         
     (1) 満期保有目的の債券
 該当事項はありません。

     (2) その他有価証券  (単位:千円)
区      分

①非 上 場 株 式
(店頭売買株式を除く)

②そ    の     他
合         計

  5. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的債券の連結決算日後における償還
    予定額 (単位:千円)

区      分 1年以内
1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

①債       券 - - - -
②そ  の  他 - 8,388      23,305    -
合         計 - 8,388      23,305    -

取  得  原  価 連結貸借対照表計上額

151,706                  185,722                  
-

23,278                    
174,984                  

272,231                  
-
-

272,231                  
447,215                  

-
23,305                    
209,027                  

差     額

207,637                  
-
-

207,637                  
416,665                  

34,016                    
-
26                          
34,042                    

△ 64,593
-
-

△ 64,593
△ 30,550

170,081                  

連結貸借対照表計上額
161,693                  

8,388                      
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(ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ取引関係)
前連結会計年度 当連結会計年度
自  平成12年４月 １日 自  平成13年４月 １日
至  平成13年3月31日 至  平成14年3月31日

1. 取引の状況に関する事項 1. 取引の状況に関する事項

① 取引の内容、利用目的等及び取引に対する取り組み方針 ① 取引の内容、利用目的等及び取引に対する取り組み方針
当社は、財務上発生している為替リスクをヘッジし、リスク管理を 同     左
効率的に行うためにデリバティブ取引を導入しております。

具体的には、通常の営業過程における輸出取引の為替相場の

変動によるリスクを軽減するため、先物為替予約取引、通貨オプ

ション取引(ゼロコストオプション取引)を行っております。投機的な

取引、及び短期的な売買損益を得る取引は行っておりません。

デリバティブ取引には、取引相手が倒産等によって契約不履行と

なることで被る損失に係る信用リスクと、為替等市場の変動によって

発生する損失に係る市場リスクがあります。当社は、信用リスクを

極力回避するため、高い信用を有する金融機関と取引を行って

  おります。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

     ヘッジ会計の方法

        繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場

        合は振当処理を採用しております。

     ヘッジ手段とヘッジ対象

        ヘッジ手段  … 為替予約

        ヘッジ対象  … 外貨建債権及び外貨建予約取引

     ヘッジ方針

外貨建取引のうち当社に為替変動リスクが帰属する場合は、

そのリスクヘッジのため実需原則に基づき為替予約取引を行う

        ものとしております。

② 取引に係るリスクの内容 ② 取引に係るリスクの内容
当社の利用している為替予約取引及び通貨オプション取引は、 同     左

為替相場の変動によるリスクを有しております。しかし、当社の

デリバティブ取引の目的は、オンバランスの資産・負債の抱える

市場リスクのヘッジを効果的に行うことにあるため、通常デリバ

ティブ取引の時価の変動はヘッジ対象である資産・負債のそれを

一部及至全部相殺する関係にあります。また、当社は時価の

変 動 率 が 大 き く 、 経 営 に 重 大 な 影 響 を 及 ぼ す 取 引 は 行 っ て

  おりません。

③ 取引に係るリスク管理体制 ③ 取引に係るリスク管理体制
社内の体制としては、取引導入時の目的・内容・取引相手・保有 同     左

リスク及び損失の限度額・リスク額の報告体制等、デリバティブ

取引についての規程を常務会等の承認を受けて定めております。

社内規程にある限度を超えて取引を行う場合には、常務会等の

  承認を必要とします。

④ その他 ④ その他
「 取 引 の 時 価 等 に 関 す る 事 項 」 に お け る 契 約 額 又 は 想 定 同     左

元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を

  示すものではありません。

2. 取引の時価等に関する事項 2. 取引の時価等に関する事項
     該当事項はありません。 同     左

なお、為替予約取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を

     適用しておりますので、注記の対象から除いております。
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